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報告第１３号 

 

 

令和７年度決算に基づく健全化判断比率 

及び資金不足比率について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和７年度決算に基づく健全化判

断比率及び資金不足比率について、次のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

 池田市長 瀧 澤 智 子           
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令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率 

 
 
○ 健全化判断比率 

（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令和７年度 ─── ─── ３．４ ─── 

早期健全化基準 １２．０９ １７．０９ ２５．０ ３５０．０ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－」を

表示。 

 
 
 
○ 資金不足比率（公営企業） 

（単位：％） 

 病 院 事 業 会 計 水 道 事 業 会 計 公共下水道事業会計 

令和７年度 ─── ─── ─── 

経営健全化基準 ２０．０ ２０．０ ２０．０ 

 

※ 資金不足額がない場合は「－」を表示。 

- 2 -



報告第１３号  参  考 

 

 

１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）について 

 ・平成１９年６月制定 

 ・毎年度における健全化判断比率及び資金不足比率の公表 

 ・比率に応じた地方公共団体の財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の

経営の健全化の促進 

 

２ 財政健全化法制定の背景 

 ・分かりやすい財政情報の開示等 

   フ ロ ー 指 標 … 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率 

   ストック指標 … 将来負担比率（公社等を含めた実質的負債による指標） 

 ・早期是正機能の制度化等による旧法（財政再建法）の改善 

 

３ 早期健全化基準・財政再生基準 

  （地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令） 

令和７年度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

早期健全化基準 １２．０９％ １７．０９％ ２５．０％ ３５０．０％ 

財政再生基準  ２０．００％ ３０．００％ ３５．０％  

 

４ 早期健全化段階で行うこと （財政健全化法第４条第２項） 

 ・自主的な改善努力による財政健全化 

 ・財政健全化計画の策定及び議会の議決 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （達成が著しく困難と認められる場合は、総務大臣又は知事による必要な勧告） 

 

５ 財政の再生段階で行うこと （財政健全化法第８条第３項） 

 ・国等の関与による確実な再生 

 ・財政再生計画の策定 

  （議会の議決及び公表並びに総務大臣との協議及び総務大臣の同意） 

 ・個別外部監査契約に基づく監査の実施 

 ・毎年度における実施状況の議会への報告及び公表 

  （運営が計画に適合しないと認められる場合は、総務大臣による予算の変更等必

要な措置の勧告） 

 ・起債の制限等 
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６ 健全化判断比率の算定 

 ① 実質赤字比率 

   一般会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

 ② 連結実質赤字比率 

   各会計の実質赤字（黒字）額又は資金不足（剰余）額の合計の標準財政規模に

対する比率（財産区特別会計を除く。） 

 

 ③ 実質公債費比率 

   一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

 

 ④ 将来負担比率 

   一般会計が将来負担すべき負債（将来負担額）の標準財政規模に対する比率 

    ・将来負担額 

      地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、 

      公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額 

    ・将来負担額から控除するもの 

      基金等の充当可能財源、特定歳入見込額（都市計画税）、 

      地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 

 

７ 資金不足比率（公営企業） 

 ・経営健全化基準（２０％）以上となった場合は、「４ 早期健全化段階で行うこ

と」と同様の措置（「財政健全化」を「経営健全化」に読み替える。） 

 ・比率の算定については、下記のとおり 

  （地方公営企業法適用事業） 事業の規模に占める資金の不足額の割合 

   病院事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（医業収益） 

   水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益－受託工事収益） 

   公共下水道事業 

   （流動負債－翌年度償還の企業債－流動資産）÷（営業収益） 
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議案第５７号 

 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供 

に関する条例の一部改正について        

 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

  個人番号を利用することができる事務について、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に伴い制定され

た行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第９条第１項に規定する準法定事務及び準法定事務処理者を定める命令によ

り、生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務を条例で定

める必要がなくなったため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例（案） 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

池田市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の４ 市長の項を削り、同表の５ 市長の項中「５ 市長」を「４

 市長」に改める。 

別表第２の１ 市長の項中「生活保護法による」を「生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）による」に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５７号  説  明 

 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供 

に関する条例の一部改正について        

 

１ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に準じて実施する生活に困窮す

る外国人に対する生活保護の措置に関する事務について、独自利用事務（行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成２５年法律第２７号）に定める個人番号の利用に係る事務以外に、地方公

共団体が条例に定めて個人番号の独自利用を行う事務をいう。）から削除す

るものであること。 

（別表第１関係） 

２ この条例は、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５７号  参  考 

池田市個人番号の利用等及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表第１（第３条関係） 

  

 

 

 

 

 

別表第２（第４条関係） 

  

 

 

 

 

 

  

 

本則 （略） 

別表第１（第３条関係） 

  

 

 

 

 

 

別表第２（第４条関係） 

  

 

 

 

 

 

  

 

執行機関 事務 

１ 市長～

３ 市長 
（略） 

４ 市長 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に準じて実施する

生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する事務 

５ 市長 （略） 

執行機関 事務 

１ 市長～

３ 市長 
（略） 

 

 

４ 市長 （略） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 市長 生活保護法による保護の決

定及び実施又は徴収金の徴

収に関する事務（生活保護

法に準じて実施する生活に

困窮する外国人に対する生

活保護の措置に関する事務

を含む。） 

 

（略） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 市長 生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）による保護

の決定及び実施又は徴収金

の徴収に関する事務（生活

保護法に準じて実施する生

活に困窮する外国人に対す

る生活保護の措置に関する

事務を含む。） 

（略） 

-
 
8
 
-



        改        正        前         改        正        後 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２ 市長・３

 教育委員会 
（略） 

 

２ 市長・３

 教育委員会 
（略） 

 

-
 
9
 
-



議案第５８号 

 

 

池田市認可地縁団体の印鑑登録及び証明に 

関する条例の一部改正について      

 

 

池田市認可地縁団体の印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

地方自治法施行規則の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものであ

る。 
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池田市条例第  号 

 

池田市認可地縁団体の印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する

条例（案） 

 

池田市認可地縁団体の印鑑登録及び証明に関する条例（平成５年池田市条例

第２号）の一部を次のように改正する。 

第１３条の見出し中「の申請」を「による申請」に改め、同条中「市長は、」

を削り、「第３条の」、「第７条第１項の」及び「同条第２項の」の次に「規

定による」を加え、「申請を」を「規定による申請は、」に、「第１９条第１

項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７号」に、「に行わせる」を「により

行う」に、「代理人は」を「当該代理人は、」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 
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議案第５８号  説  明 

 

池田市認可地縁団体の印鑑登録及び証明に 

関する条例の一部改正について      

 

１ 引用条項を改めるとともに、文言を整備するものであること。 

（第１３条関係） 

２ この条例は、令和８年１０月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５８号  参  考 

池田市認可地縁団体の印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１２条 （略） 

（代理人の申請） 

第１３条 市長は、第３条の申請、第７条第１項の申請、同条第２項の届出又

は第１０条の申請を地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第

１９条第１項第１号トに規定する代理人（以下「代理人」という。）に行わ

せることができる。この場合において、代理人は委任の旨を証する書面を市

長に提出しなければならない。 

 

第１４条～第１９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１条～第１２条 （略） 

（代理人による申請） 

第１３条 第３条の規定による申請、第７条第１項の規定による申請、同条第

２項の規定による届出又は第１０条の規定による申請は、地方自治法施行規

則（昭和２２年内務省令第２９号）第１８条の３第１項第７号に規定する代

理人（以下「代理人」という。）により行うことができる。この場合におい

て、当該代理人は、委任の旨を証する書面を市長に提出しなければならな

い。 

第１４条～第１９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

-
 
1
3
 
-



議案第５９号 

 

 

池田市の特別職の職員で非常勤のものの報酬 

及び費用弁償条例の一部改正について    

 

 

池田市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

学校運営協議会委員の報酬額について、他自治体における同委員の報酬額

の水準を考慮した改定を行うため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部を

改正する条例（案） 

 

池田市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例（昭和３９年

池田市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１学校運営協議会会長の項を削り、同表学校運営協議会委員の項中

「８，２００」を「３，０００」に改める。 

附 則 

この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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議案第５９号  説  明 

 

池田市の特別職の職員で非常勤のものの報酬 

及び費用弁償条例の一部改正について    

 

１ 学校運営協議会会長の報酬額の区分を廃止し、学校運営協議会委員の報酬

額を一律日額３，０００円とするものであること。 

（別表第１関係） 

２ この条例は、令和９年４月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第５９号  参  考 

池田市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表第１（第２条関係） 

 

 

 

 

 

 

備考 （略） 

別表第２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

別表第１（第２条関係） 

 

 

 

 

 

 

備考 （略） 

別表第２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 
 

区分 報酬額 

教育委員会委員～建築審査会委員 （略） 

学校運営協議会会長 〃 ９，４００ 

学校運営協議会委員 〃 ８，２００ 

スポーツ推進委員～附属機関委員（委員

長又は会長を除く。）及び専門委員 
（略） 

 

区分 報酬額 

教育委員会委員～建築審査会委員 （略） 

 

学校運営協議会委員 〃 ３，０００ 

スポーツ推進委員～附属機関委員（委員

長又は会長を除く。）及び専門委員 
（略） 

 

-
 
1
7
 
-



議案第６０号 

 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

理  由 

地方税法等の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市市税条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市市税条例（平成１７年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正

する。 

第２４条の２第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項

又は第４項」に改める。 

第２９条第１項ただし書中「及び第３０条の３第１項」を「並びに第３０条

の３第１項第２号及び第３号並びに第２項第４号」に改める。 

第３０条の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号におい

て同じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中

「次条第４項」を「次条第５項」に改める。 

第３０条の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、

公的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出

の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年

金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最

初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところに

より、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を

経由して、市長に提出しなければならない。 

 (1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者 

 (2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用

を受けるものを除く。）の支払を受ける第１４条第１項第１号に掲げる者

であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円
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以下である者に限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が

９５万円以下である者に限る。）をいう。次号及び次項第３号において同

じ。）（退職手当等（第５０条に規定する退職手当等に限る。以下この号

において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１

６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって、退職手当等に係る所得を有

するものに限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者

であって、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有するも

の 

 (3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用

を受けるものに限る。）の支払を受ける第１４条第１項第１号に掲げる者

（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公

的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７

の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、障害者、寡婦若しく

はひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未

満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額

が８５万円以下である者に限る。）を有するもの 

 第３０条の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、

同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」

を「第１項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書に」を

「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第３１７条の３の３第１項の規

定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による申告書を提出する」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

 (1) 公的年金等支払者の名称 

(2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障
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害者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実

並びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

 (3) 特定配偶者の氏名 

 (4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、施行規則で定める事項 

 第７１条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２０

万円」を削り、「１５０万円」を「１８０万円」に改める。 

 附則第８条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

 附則第１１条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和

７年」を「令和１２年」に改める。 

 附則第１１条の４中「附則第４３条第１項」の次に「、附則第４４条第１

項」を加え、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４

項」に改める。 

 附則第１２条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３

第３項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加え

る。 

 附則第１３条の２に次の１項を加える。 

１７ 法附則第１５条の１１第１項に規定する条例で定める割合は、３分の１

とする。 

 附則第３９条第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第

６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に

改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割

の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号

までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をし

た土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第
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３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定

都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水

被害防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規

定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡

に該当しないものとみなす。 

 附則第４４条を次のように改める。 

 （特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４４条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３８条

の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当

該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第２０条第１項及び第２項並

びに第２２条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所

得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の６の４

で定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所

得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定によ

り読み替えて適用される第２１条の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得

割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1) 第２１条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第４４条第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」とする。 

 (2) 第２４条から第２５条まで、第２６条第１項、附則第１０条第１項及び
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附則第１１条の３第１項の規定の適用については、第２４条中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第４４条第１項の規定による市民税

の所得割の額」と、第２４条の２第１項前段、第２５条、第２６条第１

項、附則第１０条第１項及び附則第１１条の３第１項中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額並びに附則第４４条第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第４４条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 (3) 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第４４条第１項に規定する特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは

「、山林所得金額若しくは附則第４４条第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」とする。 

 (4) 附則第６条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第４４条第１項に規定する特定暗号資

産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第４４条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 附則第１３条の２に１項を加える改正規定 公布の日 

(2) 第７１条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

(3) 第２４条の２第２項の改正規定並びに附則第１１条の４の改正規定

（「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改
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める部分に限る。）並びに附則第１２条の２及び第３９条の改正規定並び

に次条第４項の規定 令和１０年１月１日 

(4) 附則第１１条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附

則第４４条の改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金融商品取引

法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第６４

号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の池田市市税条例（以下「新条例」という。）

第３０条の３第１項及び第２項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を

受けるべき公的年金等について提出する新条例第３０条の３第１項の規定に

よる申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について

提出したこの条例による改正前の池田市市税条例第３０条の３第１項の規定

による申告書については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１１条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納

税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和

８年法律第１２号。以下この項において「所得税法等改正法」という。）第

７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４

１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定により同条第１項に

規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居住用家屋を

含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定す

る既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３

５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項

に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第

１７項の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる

同条第１７項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は

当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅
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等（同条第１８項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされ

る同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定める

ところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得

割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租

税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定に

より同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する

特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第３５項の規定により同

条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改

修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に

限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定によ

り同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する

特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住

の用に供した場合については、なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の池田市市税条例附則第１１条の４

の規定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において

「４号施行日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民

税について適用し、４号施行日の属する年度分までの個人の市民税について

は、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第３９条第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条

第３号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第３９条第１項の土地

等の譲渡について適用する。 

５ 新条例附則第４４条の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後の年

度分の個人の市民税について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第７１条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第６０号  説  明 

 

池田市市税条例の一部改正について 

 

１ 市民税関係 

(1) 寄附金税額控除に係る改正 

ア 引用条項を改めるものであること。 

（第２４条の２関係） 

イ 引用条項を改めるほか、１(6)の適用を受けるときは寄附金税額控除

における特例控除額の特例を受けることとするものであること。 

（附則第１１条の４関係） 

ウ 所要の規定の整備を行うものであること。 

（附則第１２条の２関係） 

 (2) 公的年金等受給者の扶養親族等申告書の提出義務の範囲の見直し等 

個人市民税の賦課決定に必要な情報を得るため、公的年金等受給者の扶

養親族等申告書を提出しなければならない者の範囲を拡大し、当該申告書

の記載事項を追加するほか、引用条項を改めるものであること。 

（第３０条の３関係） 

 (3) 特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例の適用期

限の廃止 

   特定一般用医薬品等購入費（医療用の薬剤との代替性が特に高いものと

して厚生労働大臣が定める一般用医薬品等の購入費をいう。）を支払った

場合の医療費控除の特例に関し、当該特例の適用期限を令和９年度までと

していたところ、これを廃止するものであること。 

（附則第８条関係） 

 (4) 個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除の適用期間の延長等 
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個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除について、その適用期間を令

和２０年度までから令和２５年度までに延長するほか、適用要件の一つで

ある居住の用に供した日の属する年を令和７年までから令和１２年までに

変更するものであること。 

（附則第１１条の３関係） 

 (5) 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る個人の市民税の課税の特例の適用除外 

優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る個人の市民税の課税の特例に関し、譲渡をした土地等がその譲渡をした

ときに地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域

又は浸水被害防止区域内に存する場合には、当該土地等の譲渡は、当該特

例の対象外とするほか、引用条項を改めるものであること。 

（附則第３９条関係） 

(6) 特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例の創設 

所得割の納税義務者が特定暗号資産（特定の者のみが発行の権限を有す

る暗号資産をいう。以下同じ。）について一定の譲渡をした場合には、当

該特定暗号資産の譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得については、

他の所得と区分して１００分の３の税率により所得割を課税するものであ

ること。また、当該特例の適用がある場合に係る読替えについて定めるも

のであること。 

（附則第４４条関係） 

２ 固定資産税及び都市計画税関係 

 (1) 固定資産税及び都市計画税の免税点の見直し 

その額に満たない場合には固定資産税及び都市計画税を課さないことと

する課税標準となるべき額について、家屋にあっては２０万円から３０万

円に、償却資産にあっては１５０万円から１８０万円に引き上げるもので
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あること。 

（第７１条関係） 

 (2) 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）に係る改正 

高齢者、障害者等の利用上の利便性及び安全性の向上を目的とした修繕

又は模様替が行われた特定の建築物に係る固定資産税又は都市計画税の減

額措置（わがまち特例）が創設されたことに伴い、その割合を定めるもの

であること。 

（附則第１３条の２関係） 

３ 施行期日等 

この条例は、令和９年１月１日から施行するものであること。ただし、２

(2)については公布の日から、２(1)については令和９年４月１日から、１

(1)ア、イ（引用条項を改める部分に限る。）及びウ並びに１(5)については

令和１０年１月１日から、１(1)イ（引用条項を改める部分を除く。）及び

１(6)については金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正す

る法律（令和８年法律第６４号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日

から施行するものであること。また、所要の経過措置を設けるものであるこ

と。 

（改正条例附則関係） 
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議案第６０号  参  考 

池田市市税条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第２４条 （略） 

 （寄附金税額控除） 

第２４条の２ （略） 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第１１項（法附則第５条の６第２

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより

計算した金額とする。 

第２５条～第２８条 （略） 

 （市民税の申告） 

第２９条 第１４条第１項第１号に掲げる者は、３月１５日までに、市長が定

める様式による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第３１

７条の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払

報告書を提出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金

等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定する

ものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保

険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前

第１条～第２４条 （略） 

（寄附金税額控除） 

第２４条の２ （略） 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第１１項（法附則第５条の６第３

項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に定めると

ころにより計算した金額とする。 

第２５条～第２８条 （略） 

 （市民税の申告） 

第２９条 第１４条第１項第１号に掲げる者は、３月１５日までに、市長が定

める様式による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第３１

７条の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払

報告書を提出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金

等の支払を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に規定する

ものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保

険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額（所得割の納税義務者（前

-
 
2
9
 
-



        改        正        前         改        正        後 

年の合計所得金額が９００万円以下である者に限る。）の法第３１４条の２

第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所

得金額が９５万円以下である者に限る。）で控除対象配偶者に該当しないも

のに係るものを除く。）、法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額若

しくは特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定

親族をいう。第３０条の２第１項第３号及び第３０条の３第１項において同

じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るも

のを除く。）の控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の

控除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規

定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第２４条の２の規定によ

り控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の

控除を受けようとするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の

所得を有しなかった者」という。）及び第１５条第２項に規定する者（施行

規則第２条の２第１項の表の上欄の(2)に掲げる者を除く。）については、

この限りでない。 

２～８ （略） 

第３０条 （略） 

 （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３０条の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定する申告書

年の合計所得金額が９００万円以下である者に限る。）の法第３１４条の２

第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所

得金額が９５万円以下である者に限る。）で控除対象配偶者に該当しないも

のに係るものを除く。）、法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額若

しくは特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定

親族をいう。第３０条の２第１項第３号並びに第３０条の３第１項第２号及

び第３号並びに第２項第４号において同じ。）（前年の合計所得金額が８５

万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）の控除又はこれらと併

せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に規定す

る純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額

の控除若しくは第２４条の２の規定により控除すべき金額（以下この条にお

いて「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとするものを除く。

以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかった者」という。）

及び第１５条第２項に規定する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の

(2)に掲げる者を除く。）については、この限りでない。 

２～８ （略） 

第３０条 （略） 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第３０条の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定する申告書
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        改        正        前         改        正        後 

を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」とい

う。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同

項に規定する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」とい

う。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経

由して、市長に提出しなければならない。 

 (1) （略） 

 (2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下である者に限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に規定する青

色事業専従者に該当する者で同項に規定する給与の支払を受けるもの及び

同条第４項に規定する事業専従者に該当する者を除き、合計所得金額が１

３３万円以下である者に限る。次条第１項において同じ。）の氏名 

 

 (3)・(4) （略） 

２～４ （略） 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提出の際に経由す

べき給与支払者が令第４８条の９の７の２において準用する令第８条の２の

２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該

申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事

を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」とい

う。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同

項に規定する給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」とい

う。）から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経

由して、市長に提出しなければならない。 

(1) （略） 

 (2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下である者に限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に規定する青

色事業専従者に該当する者で同項に規定する給与の支払を受けるもの及び

同条第４項に規定する事業専従者に該当する者を除く。次条第１項第２号

において同じ。）（合計所得金額が１３３万円以下である者に限る。）の

氏名 

 (3)・(4) （略） 

２～４ （略） 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定による申告書の提出の際に経由す

べき給与支払者が令第４８条の９の７の２において準用する令第８条の２の

２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該

申告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事
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項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって施行規則で定めるものをいう。次条第４項及び第５

８条第３項において同じ。）により提供することができる。 

６ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３０条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申

告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公

的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下

この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、特定

配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である者に限

る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５０条に規定する退

職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号にお

いて同じ。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であ

って退職手当等に係る所得を有するものに限る。）若しくは特定親族（退職

手当に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下であるも

のに限る。）を有するもの（以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所

得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等の支払者（以下この条に

項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって施行規則で定めるものをいう。次条第５項及び第５

８条第３項において同じ。）により提供することができる。 

６ （略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第３０条の３ 次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。）は、公的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申

告書の提出の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項におい

て「公的年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）

から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金

等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

 (1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者 

 (2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用

を受けるものを除く。）の支払を受ける第１４条第１項第１号に掲げる者

であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円

以下である者に限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が

９５万円以下である者に限る。）をいう。次号及び次項第３号において同
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おいて「公的年金等支払者」という。）から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 当該公的年金等支払者の名称 

 (2) 特定配偶者の氏名 

 (3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、施行規則で定める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

じ。）（退職手当等（第５０条に規定する退職手当等に限る。以下この号

において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１

６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって、退職手当等に係る所得を有

するものに限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者

であって、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有するも

の 

 (3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用

を受けるものに限る。）の支払を受ける第１４条第１項第１号に掲げる者

（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公

的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７

の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、障害者、寡婦若しく

はひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未

満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額

が８５万円以下である者に限る。）を有するもの 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

 (1) 公的年金等支払者の名称 

 (2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障

害者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実

並びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支

払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその

年の前年において当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第３

１７条の３の３第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないとき

は、公的年金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条の６

第２項に規定する国税庁長官の承認を受けている場合に限り、施行規則で定

めるところにより、前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３

の３第１項の規定による申告書を提出することができる。 

３ （略） 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき

公的年金等支払者が令第４８条の９の７の３において準用する令第８条の２

の２に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当

該申告書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載

すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については、同

 (3) 特定配偶者の氏名 

 (4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、施行規則で定める事項 

３ 第１項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等

支払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がそ

の年の前年において当該公的年金等支払者を経由して提出した第１項又は同

条第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公的年金

等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条の６第２項に規定

する国税庁長官の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるところに

より、第１項又は法第３１７条の３の３第１項の規定により記載すべき事項

に代えて当該異動がない旨を記載した第１項又は同条第１項の規定による申

告書を提出することができる。 

４ （略） 

５ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき

公的年金等支払者が令第４８条の９の８において準用する令第８条の２の２

に規定する要件を満たす場合には、施行規則で定めるところにより、当該申

告書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべ

き事項を電磁的方法により提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第４項の規定の適用については、同
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項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金

等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けた

とき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

第３１条～第７０条 （略） 

（固定資産税の免税点） 

第７１条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又は償却資産に対

して課する固定資産税の課税標準となるべき額が土地にあっては３０万円、

家屋にあっては２０万円、償却資産にあっては１５０万円に満たない場合に

おいては、固定資産税を課さない。 

第７２条～第１４２条 （略） 

   附 則 

第１条～第７条 （略） 

 （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第８条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、

法附則第４条の５第３項の規定に該当する場合における第２１条の規定によ

る控除については、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは

「同条第１項（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法

附則第４条の５第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２

第１項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条の規定を適用すること

項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金

等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けた

とき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

第３１条～第７０条 （略） 

（固定資産税の免税点） 

第７１条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又は償却資産に対

して課する固定資産税の課税標準となるべき額が土地又は家屋にあっては３

０万円、償却資産にあっては１８０万円に満たない場合においては、固定資

産税を課さない。 

第７２条～第１４２条 （略） 

   附 則 

第１条～第７条 （略） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第８条 平成３０年度以後の各年度分の個人の市民税に限り、法附則第４条の

５第３項の規定に該当する場合における第２１条の規定による控除について

は、その者の選択により、同条中「同条第１項」とあるのは「同条第１項

（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則第４条の

５第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条の２第１項（第２

号に係る部分に限る。）」として、同条の規定を適用することができる。 
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ができる。 

第９条～第１１条の２ （略） 

 （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第１１条の３ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１

条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に

規定する居住年が平成２１年から令和７年までの各年である場合に限る。）

には、法附則第５条の４第５項（同条第７項の規定により読み替えて適用さ

れる場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を、当該納税義務

者の第２２条及び第２４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 

２ （略） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第１１条の４ 第２４条の２の規定の適用を受ける市民税の所等割の納税義務

者が、法第３１４条の７第１１項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当

する場合又は第２２条第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額

及び課税山林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中の

所得について、附則第３６条第１項、附則第３７条第１項、附則第３８条第

１項、附則第４１条第１項、附則第４２条第１項、附則第４３条第１項又は

 

第９条～第１１条の２ （略） 

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第１１条の３ 平成２２年度から令和２５年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１

条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に

規定する居住年が平成２１年から令和１２年までの各年である場合に限

る。）には、法附則第５条の４第５項（同条第７項の規定により読み替えて

適用される場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を、当該納

税義務者の第２２条及び第２４条の規定を適用した場合の所得割の額から控

除する。 

２ （略） 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第１１条の４ 第２４条の２の規定の適用を受ける市民税の所等割の納税義務

者が、法第３１４条の７第１１項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当

する場合又は第２２条第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額

及び課税山林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中の

所得について、附則第３６条第１項、附則第３７条第１項、附則第３８条第

１項、附則第４１条第１項、附則第４２条第１項、附則第４３条第１項、附

-
 
3
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-



        改        正        前         改        正        後 

附則第４８条第１項の規定の適用を受けるときは、第２４条の２第２項に規

定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則第５条の５第２項

（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）に定めるところにより計算した金額とする。 

 

第１１条の５～第１２条 （略） 

第１２条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金

を支出し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例

通知書の送付があった場合（法附則第７条第１３項の規定によりなかったも

のとみなされる場合を除く。）には、法附則第７条の２第４項に規定すると

ころにより控除すべき額を、第２４条の２第１項及び第２項の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除するものとする。 

 

第１３条 （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１３条の２ （略） 

２～１６ （略） 

 

 

則第４４条第１項又は附則第４８条第１項の規定の適用を受けるときは、第

２４条の２第２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附

則第５条の５第２項（法附則第５条の６第３項又は第４項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した金額とす

る。 

第１１条の５～第１２条 （略） 

第１２条の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特例控除対象寄附金

を支出し、かつ、当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例

通知書の送付があった場合（法附則第７条第１３項の規定によりなかったも

のとみなされる場合を除く。）には、法附則第７条の２第４項（法附則第７

条の３第３項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）

に規定するところにより控除すべき額を、第２４条の２第１項及び第２項の

規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。 

第１３条 （略） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第１３条の２ （略） 

２～１６ （略） 

１７ 法附則第１５条の１１第１項に規定する条例で定める割合は、３分の１

とする。 
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        改        正        前         改        正        後 

第１４条～第３８条 （略） 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

個人の市民税の課税の特例） 

第３９条 （略） 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和１１年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地

等予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当すると

きにおける前条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対

して課する市民税の所得割について準用する。この場合において、当該譲渡

が法附則第３４条の２第１０項の規定に該当することとなるときは、当該譲

渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡でなかったものとみなす。 

３ （略） 

 

 

 

 

 

第１４条～第３８条 （略） 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

個人の市民税の課税の特例） 

第３９条 （略） 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から令和１１年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、所得割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地

等予定地のための譲渡（法附則第３４条の２第６項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この項において同じ。）に該当すると

きにおける前条第１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対

して課する市民税の所得割について準用する。この場合において、当該譲渡

が法附則第３４条の２第１２項の規定に該当することとなるときは、当該譲

渡は確定優良住宅地等予定地のための譲渡でなかったものとみなす。 

３ （略） 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割

の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号

までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をし

た土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第

３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

第４０条～第４３条 （略） 

 

第４４条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定

都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水

被害防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規

定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡

に該当しないものとみなす。 

第４０条～第４３条 （略） 

 （特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第４４条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３８条

の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当

該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第２０条第１項及び第２項並

びに第２２条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所

得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の６の４

で定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所

得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定によ

り読み替えて適用される第２１条の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1) 第２１条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第４４条第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」とする。 

 (2) 第２４条から第２５条まで、第２６条第１項、附則第１０条第１項及び

附則第１１条の３第１項の規定の適用については、第２４条中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第４４条第１項の規定による市民税

の所得割の額」と、第２４条の２第１項前段、第２５条、第２６条第１

項、附則第１０条第１項及び附則第１１条の３第１項中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額並びに附則第４４条第１項の規定による市民税の所

得割の額」と、第２４条の２第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第４４条第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。 

 (3) 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第４４条第１項に規定する特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは

「、山林所得金額若しくは附則第４４条第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」とする。 
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

第４５条～第５６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 附則第６条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第４４条第１項に規定する特定暗号資

産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第４４条第１項の規定による市民税の所得割の

額」とする。 

第４５条～第５６条 （略） 
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議案第６１号 

 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する 

基準を定める条例等の一部改正について     

 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

理  由 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、関係

条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の

一部を改正する条例（案） 

 

（池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第１条 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第３１条第３項中「（地域限定保育士等を含む。）」を削り、「准看護師」

の次に「（以下「看護師等」という。）」を加え、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業

所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員

（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を

除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しく

はこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療

法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者

をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、

障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののい

ずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下

「特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育士とみなすことが

できる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該

小規模保育事業所Ａ型の保育士（地域限定保育士等を含み、附則第８項又

は第９項の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を
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行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事

業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第３３条第３項中「（地域限定保育士等を含む。）」を削り、「保健師、

看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業

所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすこと

ができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当

該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（地域限定保育士等を含む。次項におい

て同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を

行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事

業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第４６条第３項中「（地域限定保育士等を含む。）」を削り、「保健師、

看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所

内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみな

すことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（地域限定保育士等を含み、

附則第８項又は第９項の規定により保育士とみなされる者を除く。次項に

おいて同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければな

らない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を

行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業
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所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第４９条第３項中「（地域限定保育士等を含む。）」を削り、「保健師、

看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所

内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみな

すことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（地域限定保育士等を含む。

次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなけ

ればならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を

行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業

所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

附則第１０項中「法第１８条の１８第１項の登録を受けた者をいい」を

「地域限定保育士等を含み」に改め、「第３１条第３項」及び「第４６条第

３項」の次に「若しくは第４項」を加え、「ないと」を「ないものと」に改

める。 

（池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の一部改正） 

第２条 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例（令和６年池田市条例第２４号）の一部を次のように改

正する。 

附則第２項中「当分の間」を「令和１０年３月３１日までの間」に改め、

「規定」の次に「（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供する

保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）」を加える。 

- 45 -



附則に次の１項を加える。 

３ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼす

おそれがあるときは、当分の間、この条例による改正後の第３１条第２項、

第３３条第２項、第４６条第２項及び第４９条第２項の規定（満４歳以上

の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限

る。）は、適用しない。この場合において、この条例による改正前の第３

１条第２項、第３３条第２項、第４６条第２項及び第４９条第２項の規定

（満４歳以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関

する部分に限る。）は、この条例の施行の日以後においても、なおその効

力を有する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６１号  説  明 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する 

基準を定める条例等の一部改正について     

 

１ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年池田市条例第２２号）の一部改正〔第１条関係〕 

(1) 小規模保育事業所Ａ型、小規模保育事業所Ｂ型及び事業所内保育事業所

における職員の配置基準について、当該事業所の保育士による支援を受け

ることができる体制の確保を要件として、特定理学療法士等（理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員又は障害児の療育に関する知

識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以

上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する

知識及び経験を有する者をいう。以下同じ。）を、１人に限り、保育士と

みなすことができることとするものであること。また、特定理学療法士等

だけでなく保育士とみなす看護師等（保健師、看護師又は准看護師をい

う。以下同じ。）も保育を行う場合には、特定理学療法士等の支援を行う

保育士とは別の保育士が看護師等の支援を行う体制を確保する必要がある

こととするものであること。 

（第３１条、第３３条、第４６条及び第４９条関係） 

(2) 小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係

る特例を適用する場合において、配置しなければならない保育士の数の算

定に当たっては、看護師等と同様に特定理学療法士等も含まないこととす

るものであること。 

（附則第１０項関係） 

２ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部
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を改正する条例（令和６年池田市条例第２４号）の一部改正〔第２条関係〕 

小規模保育事業所Ａ型、小規模保育事業所Ｂ型及び事業所内保育事業所に

おける満３歳以上満４歳に満たない児童の保育に係る職員の配置基準を緩和

する経過措置の期限について、令和９年度末までとするものであること。 

（附則第２項及び第３項関係） 

３ この条例は、公布の日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第６１号  参  考 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

１ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１条～第３０条 （略） 

（職員） 

第３１条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士（地域限定保育士等を含む。）の数の算定に当たっ

ては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する保健師、看護師又は准看護師

を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１条～第３０条 （略） 

（職員） 

第３１条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ

型に勤務する保健師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）

を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所

Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校

教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）

若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相

当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有

するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をいう。）又は

障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指

導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、か

つ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」と
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３２条 （略） 

（職員） 

第３３条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士（地域限定保育士等を含む。）の数の算定に当たっ

ては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する保健師、看護師又は准看護師

を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 

 

 

いう。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定

理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育

士（地域限定保育士等を含み、附則第８項又は第９項の規定により保育士と

みなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所

Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）によ

る支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第３２条 （略） 

（職員） 

第３３条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ

型に勤務する看護師等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所

Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことがで

きる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規

模保育事業所Ｂ型の保育士（地域限定保育士等を含む。次項において同
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

第３４条～第４５条 （略） 

（職員） 

第４６条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士（地域限定保育士等を含む。）の数の算定に当たっ

ては、当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する保健師、看護師又は准看

護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所

Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）によ

る支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第３４条～第４５条 （略） 

（職員） 

第４６条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保

育事業所に勤務する看護師等を、１人に限り、保育士とみなすことができ

る。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内

保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすこ

とができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当

該保育所型事業所内保育事業所の保育士（地域限定保育士等を含み、附則第

８項又は第９項の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同

じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行
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        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

第４７条・第４８条 （略） 

（職員） 

第４９条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士（地域限定保育士等を含む。）の数の算定に当たっ

ては、当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する保健師、看護師又は准看

護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内

保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除

く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第４７条・第４８条 （略） 

（職員） 

第４９条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保

育事業所に勤務する看護師等を、１人に限り、保育士とみなすことができ

る。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内

保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすこ

とができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当

該小規模型事業所内保育事業所の保育士（地域限定保育士等を含む。次項に

おいて同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければなら

ない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内

保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除
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        改        正        前         改        正        後 

 

第５０条・第５１条 （略） 

附 則 

１～９ （略） 

１０ 前２項の規定を適用するときは、保育士（法第１８条の１８第１項の登

録を受けた者をいい、第３１条第３項若しくは第４６条第３項又は前２項の

規定により保育士とみなされる者を除く。）を前２項の規定の適用がないと

した場合の第３１条第２項又は第４６条第２項の規定により算定される保育

士の数の３分の２以上、置かなければならない。 

２ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

本則 （略） 

附 則 

１ （略） 

（経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、当分の間、この条例による改正後の第３１条第２項、第

３３条第２項、第４６条第２項及び第４９条第２項の規定は、適用しない。

この場合において、この条例による改正前の第３１条第２項、第３３条第２

く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第５０条・第５１条 （略） 

附 則 

１～９ （略） 

１０ 前２項の規定を適用するときは、保育士（地域限定保育士等を含み、第

３１条第３項若しくは第４項若しくは第４６条第３項若しくは第４項又は前

２項の規定により保育士とみなされる者を除く。）を前２項の規定の適用が

ないものとした場合の第３１条第２項又は第４６条第２項の規定により算定

される保育士の数の３分の２以上、置かなければならない。 

２ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

本則 （略） 

附 則 

１ （略） 

（経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、令和１０年３月３１日までの間、この条例による改正後

の第３１条第２項、第３３条第２項、第４６条第２項及び第４９条第２項の

規定（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供する保育士及び保
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        改        正        前         改        正        後 

項、第４６条第２項及び第４９条第２項の規定は、この条例の施行の日以後

においても、なおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育従事者の数に関する部分に限る。）は、適用しない。この場合において、

この条例による改正前の第３１条第２項、第３３条第２項、第４６条第２項

及び第４９条第２項の規定（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を

提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）は、この条例の

施行の日以後においても、なおその効力を有する。 

３ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、当分の間、この条例による改正後の第３１条第２項、第

３３条第２項、第４６条第２項及び第４９条第２項の規定（満４歳以上の児

童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）

は、適用しない。この場合において、この条例による改正前の第３１条第２

項、第３３条第２項、第４６条第２項及び第４９条第２項の規定（満４歳以

上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限

る。）は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 
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議案第６２号 

 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

を定める条例及び池田市乳児等通園支援事業の設備及 

び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び池田

市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

理  由 

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等

のための措置に関する法律施行規則の施行に伴い、関係条例の一部を改正す

るものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び

池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例（案） 

 

（池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第１条 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年池田市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第１５条の次に次の１条を加える。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１５条の２ 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準

用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止

等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規

定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、

及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、

児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支

配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものを

いう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認

をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

（池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正） 

第２条 池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和７年池田市条例第２号）の一部を次のように改正する。 
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目次中「第２０条」を「第２１条」に、「（第２１条」を「（第２２条」

に、「第２２条―第２６条」を「第２３条―第２７条」に、「第２７条・第

２８条」を「第２８条・第２９条」に、「（第２９条」を「（第３０条」に

改める。 

第２９条を第３０条とする。 

第２８条中「第２５条及び第２６条」を「第２６条及び第２７条」に改め、

第２章第３節中同条を第２９条とし、第２７条を第２８条とする。 

第２章第２節中第２６条を第２７条とし、第２２条から第２５条までを１

条ずつ繰り下げる。 

第２章第１節中第２１条を第２２条とする。 

第１章中第２０条を第２１条とし、第１５条から第１９条までを１条ずつ

繰り下げ、第１４条の次に次の１条を加える。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１５条 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用

する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学

校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等の

ための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定す

る児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び

児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児

童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配

性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをい

う。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認を

いう。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

附 則 

この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。 
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議案第６２号  説  明 

 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

を定める条例及び池田市乳児等通園支援事業の設備及 

び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

１ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年池田市条例第２２号）の一部改正〔第１条関係〕 

家庭的保育事業者等は、児童への性暴力等を防止し、及び児童への性暴力

等が行われた場合に家庭的保育事業等を利用する乳幼児を適切に保護するた

め、当該乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖

性のある環境の下で当該乳幼児に接する者（以下「児童等対象業務従事者」

という。）の一定の性犯罪事実に該当するか否かの確認その他の必要な措置

を講じなければならないこととするものであること。 

（第１５条の２関係） 

２ 池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令

和７年池田市条例第２号）の一部改正〔第２条関係〕 

(1) 目次を改めるものであること。 

（目次関係） 

(2) 乳児等通園支援事業者は、児童への性暴力等を防止し、及び児童への性

暴力等が行われた場合に乳児等通園支援事業を利用する乳幼児を適切に保

護するため、児童等対象業務従事者の一定の性犯罪事実に該当するか否か

の確認その他の必要な措置を講じなければならないこととするものである

こと。 

（第１５条関係） 

３ この条例は、令和８年１２月２５日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第６２号  参  考 

池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

１ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１条～第１５条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６条～第５１条 （略） 

２ 池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

目次 

１ 池田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１条～第１５条 （略） 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１５条の２ 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用

する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校

設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のため

の措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童

対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象

性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業

務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及

び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯

罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の

必要な措置を講じなければならない。 

第１６条～第５１条 （略） 

２ 池田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

目次 

-
 
5
9
 
-



        改        正        前         改        正        後 

第１章 総則（第１条―第２０条） 

第２章 乳児等通園支援事業 

第１節 通則（第２１条） 

第２節 一般型乳児等通園支援事業（第２２条―第２６条） 

第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業（第２７条・第２８条） 

第３章 雑則（第２９条） 

附則 

第１章 総則 

第１条～第１４条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則（第１条―第２１条） 

第２章 乳児等通園支援事業 

第１節 通則（第２２条） 

第２節 一般型乳児等通園支援事業（第２３条―第２７条） 

第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業（第２８条・第２９条） 

第３章 雑則（第３０条） 

附則 

第１章 総則 

第１条～第１４条 （略） 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１５条 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用す

る法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設

置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための

措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対

象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性

暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務

従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び

閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪

事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必

-
 
6
0
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

第１５条～第２０条 （略） 

第２章 乳児等通園支援事業 

第１節 （略） 

第２１条 （略） 

第２節 （略） 

第２２条～第２６条 （略） 

第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業 

第２７条 （略） 

（準用） 

第２８条 第２５条及び第２６条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業に

ついて準用する。 

第３章 （略） 

第２９条 （略） 

 

 

 

 

 

要な措置を講じなければならない。 

第１６条～第２１条 （略） 

第２章 乳児等通園支援事業 

第１節 （略） 

第２２条 （略） 

第２節 （略） 

第２３条～第２７条 （略） 

第３節 余裕活用型乳児等通園支援事業 

第２８条 （略） 

（準用） 

第２９条 第２６条及び第２７条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事業に

ついて準用する。 

第３章 （略） 

第３０条 （略） 

 

-
 
6
1
 
-



議案第６３号 

 

 

池田市官民連携まちなか広場条例の一部改正について 

 

 

 池田市官民連携まちなか広場条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

  池田市官民連携まちなか広場について、指定管理者による管理の開始に併

せて利用料金制を導入するとともに、指定管理者が不在の場合における市長

による管理について定めるため、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

   池田市官民連携まちなか広場条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市官民連携まちなか広場条例（令和６年池田市条例第３３号）の一部を

次のように改正する。 

第１２条の見出しを「（利用料金）」に改め、同条第１項中「別表に定める

使用料」を「指定管理者に対し、利用料金（地方自治法第２４４条の２第８項

の利用料金をいう。以下同じ。）」に改め、同項ただし書中「市長が特別の理

由があると認める」を「使用者が国又は地方公共団体である」に改め、同条第

２項中「市長」を「指定管理者」に、「使用料を減免する」を「利用料金を減

額し、又は免除する」に改め、同項を同条第５項とし、同条第１項の次に次の

３項を加える。 

２ 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらか

じめ市長の承認を得て定める。 

３ 前項の規定は、指定管理者が利用料金の額を変更しようとする場合につい

て準用する。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

 第１３条の見出し中「使用料」を「利用料金」に改め、同条中「市長」を

「指定管理者」に、「使用料」を「利用料金」に改める。 

第１８条を第１９条とし、第１７条を第１８条とし、第１６条の次に次の１

条を加える。 

（指定管理者不在の場合における市長による管理） 

第１７条 第９条第２項、第１０条、第１１条、第１２条（第３項及び第４項

を除く。）、第１３条及び別表の規定は、指定管理者が不在の場合におい

て、その事由が止むまでの間、市長が広場の管理を行うときに準用する。こ
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の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとし、第４条、第５条並

びに第１２条第３項及び第４項の規定は、適用しない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条第２項 次条第１項 第１７条において読み替えて準

用する次条第１項 

指定管理者 市長 

第１０条第１項及

び第２項 

指定管理者 市長 

第１０条第３項 前項 第１７条において読み替えて準

用する前項 

第１０条第４項 指定管理者 市長 

第１項 第１７条において読み替えて準

用する第１項 

第１１条第１項及

び第２項 

指定管理者 市長 

第１１条第３項 前項 第１７条において読み替えて準

用する前項 

第１２条の見出し 利用料金 使用料 

第１２条第１項 第１０条第１項 第１７条において読み替えて準

用する第１０条第１項 

指定管理者に対し、

利用料金（地方自治

法第２４４条の２第

８項の利用料金をい

う。以下同じ。） 

市長に対し、使用料 

第１２条第２項 利用料金 使用料 

別表 第１７条において読み替えて準

用する別表 

の範囲内において、

指定管理者があらか

じめ市長の承認を得

て定める 

（市長による管理の直前に指定

管理者が市長の承認を得て別表

の額を下回る額で利用料金（地

方自治法第２４４条の２第８項
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２ 前項前段に規定する期間内における第１５条第１項及び第２項の規定の適

用については、これらの規定中「市長又は指定管理者」とあるのは、「市

長」とする。 

別表中「係る使用料の額」を「係る利用料金の上限額」に改め、同表(1)の

表備考第２項中「使用料を徴収する」を「範囲内において指定管理者が定める

利用料金を納付しなければならない」に改め、別表(2)の表中「使用料の額」

を「利用料金の上限額」に改め、同表備考を次のように改める。 

備考 この表における用語の意義は、(1)の表備考に定めるところによる。 

   附 則 

  の利用料金をいう。以下同

じ。）を定めていた場合は、市

長が必要と認める期間、その利

用料金の額との均衡を考慮し

て、同表に定める使用料の額の

範囲内において市長が別に定め

る額）とする 

第１２条第５項 指定管理者 市長 

利用料金 使用料 

第１３条（見出し

を含む。） 

利用料金 使用料 

指定管理者 市長 

別表 利用料金の上限額 使用料の額 

範囲内において指定

管理者が定める利用

料金 

使用料（市長による管理の直前

に指定管理者が市長の承認を得

てこの表の額を下回る額で利用

料金を定めていた場合は、市長

が必要と認める期間、その利用

料金の額との均衡を考慮して、

この表に定める使用料の額の範

囲内において市長が別に定める

使用料） 

 

- 65 -



 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１２条及び第１３条並びに別表の規定は、この

条例の施行の日以後の専用使用について適用し、同日前の専用使用について

は、なお従前の例による。 
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議案第６３号  説  明 

 

池田市官民連携まちなか広場条例の一部改正について 

 

１ 池田市官民連携まちなか広場（以下「広場」という。）について、専用使

用に係る料金を指定管理者の収入とする利用料金制とし、それに伴い所要の

規定の整備を行うほか、前納によらずに利用料金を納付することができる場

合を、使用者が国又は地方公共団体である場合に限るものであること。 

（第１２条関係） 

２ １に伴い、還付に係る規定について所要の整備を行うものであること。 

（第１３条関係） 

３ 指定管理者が不在の場合において、市長が広場の管理を行うときの利用料

金等に係る読替えについて定めるものであること。 

                           （第１７条関係） 

４ １に伴い、広場の利用料金の上限額を定めるものであること。また、文言

を整備するものであること。 

（別表関係） 

５ この条例は、令和９年６月１日から施行するものであること。また、所要

の経過措置を設けるものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第６３号  参  考（１） 

 

広場の専用使用に係る利用料金の上限額（現行の使用料の額と同じ。） 

(1) エリアによる専用使用 

  時間区分 

 

使用区分 

朝 

午前 9 時 

～正午 

昼 

 午後 1 時 

～午後 5 時 

夜 

午後 6 時 

～午後 9 時 

朝昼 

午前 9 時 

～午後 5 時 

昼夜 

 午後 1 時 

～午後 9 時 

全日 

午前 9 時 

～午後 9 時 

1 時間使用 

時間区分によらな 

い 1 時間当たり 

平

日 

※   

全エリア 18,750 円 25,000 円 18,750 円 50,000 円 50,000 円 75,000 円 6,250 円 

中央エリア 9,300 円 12,400 円 9,300 円 24,800 円 24,800 円 37,200 円 3,100 円 

東エリア 6,600 円 8,800 円 6,600 円 17,600 円 17,600 円 26,400 円 2,200 円 

西エリア 2,850 円 3,800 円 2,850 円 7,600 円 7,600 円 11,400 円 950 円 

休

日

等 

※ 

全エリア 37,500 円 50,000 円 37,500 円 100,000 円 100,000 円 150,000 円 12,500 円 

中央エリア 18,600 円 24,800 円 18,600 円 49,600 円 49,600 円 74,400 円 6,200 円 

東エリア 13,200 円 17,600 円 13,200 円 35,200 円 35,200 円 52,800 円 4,400 円 

西エリア 5,700 円 7,600 円 5,700 円 15,200 円 15,200 円 22,800 円 1,900 円 

(2) 部分専用使用 

使用区分 利用料金の上限額 

平日※ 使用面積 10 平方メートル以下 1 日につき 2,000 円 

使用面積 10 平方メートルを超え 20 平方メートル以下 1 日につき 4,000 円 

休日等※ 使用面積 10 平方メートル以下 1 日につき 4,000 円 

使用面積 10 平方メートルを超え 20 平方メートル以下 1 日につき 8,000 円 

※「平日」とは日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日以外の日をいい、「休日等」とは平日以外の日をいう。 

 

広場の区域（現行の区域と同じ。） 

 

マルシェ池田 

（阪急電鉄高架下） 

マルシェ池田 

（阪急電鉄高架下） 

マルシェ池田 

（阪急電鉄高架下） 

サンシティ池田 池田駅南広場区域 
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議案第６３号  参  考（２） 

池田市官民連携まちなか広場条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条～第１１条 （略） 

（使用料） 

第１２条 第１０条第１項の規定により広場の専用使用の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は、別表に定める使用料を前納しなければならな

い。ただし、市長が特別の理由があると認める場合は、前納によらないで納

付することができる。 

 

 

 

 

 

 

２ 市長は、規則で定めるところにより、特に必要があると認めるときは、使

用料を減免することができる。 

（使用料の還付） 

第１３条 市長は、規則で定めるところにより、納付された使用料の全部又は

一部を還付することができる。 

第１条～第１１条 （略） 

（利用料金） 

第１２条 第１０条第１項の規定により広場の専用使用の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は、指定管理者に対し、利用料金（地方自治法第２

４４条の２第８項の利用料金をいう。以下同じ。）を前納しなければならな

い。ただし、使用者が国又は地方公共団体である場合は、前納によらないで

納付することができる。 

２ 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらか

じめ市長の承認を得て定める。 

３ 前項の規定は、指定管理者が利用料金の額を変更しようとする場合につい

て準用する。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

５ 指定管理者は、規則で定めるところにより、特に必要があると認めるとき

は、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の還付） 

第１３条 指定管理者は、規則で定めるところにより、納付された利用料金の

全部又は一部を還付することができる。 

-
 
6
9
 
-



        改        正        前         改        正        後 

第１４条～第１６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４条～第１６条 （略） 

 （指定管理者不在の場合における市長による管理） 

第１７条 第９条第２項、第１０条、第１１条、第１２条（第３項及び第４項

を除く。）、第１３条及び別表の規定は、指定管理者が不在の場合におい

て、その事由が止むまでの間、市長が広場の管理を行うときに準用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとし、第４条、第５条並

びに第１２条第３項及び第４項の規定は、適用しない。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条第２項 次条第１項 第１７条において読み替えて準

用する次条第１項 

指定管理者 市長 

第１０条第１項及

び第２項 

指定管理者 市長 

第１０条第３項 前項 第１７条において読み替えて準

用する前項 

第１０条第４項 指定管理者 市長 

第１項 第１７条において読み替えて準

用する第１項 

第１１条第１項及

び第２項 

指定管理者 市長 

-
 
7
0
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１条第３項 前項 第１７条において読み替えて準

用する前項 

第１２条の見出し 利用料金 使用料 

第１２条第１項 第１０条第１項 第１７条において読み替えて準

用する第１０条第１項 

指定管理者に対し、

利用料金（地方自治

法第２４４条の２第

８項の利用料金をい

う。以下同じ。） 

市長に対し、使用料 

第１２条第２項 利用料金 使用料 

別表 第１７条において読み替えて準

用する別表 

の範囲内において、

指定管理者があらか

じめ市長の承認を得

て定める 

（市長による管理の直前に指定

管理者が市長の承認を得て別表

の額を下回る額で利用料金（地

方自治法第２４４条の２第８項

の利用料金をいう。以下同

じ。）を定めていた場合は、市

長が必要と認める期間、その利

用料金の額との均衡を考慮し

て、同表に定める使用料の額の

-
 
7
1
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条・第１８条 （略） 

別表（第１２条関係） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項前段に規定する期間内における第１５条第１項及び第２項の規定の適

用については、これらの規定中「市長又は指定管理者」とあるのは、「市

長」とする。 

第１８条・第１９条 （略） 

別表（第１２条関係） 

  範囲内において市長が別に定め

る額）とする 

第１２条第５項 指定管理者 市長 

利用料金 使用料 

第１３条（見出し

を含む。） 

利用料金 使用料 

指定管理者 市長 

別表 利用料金の上限額 使用料の額 

範囲内において指定

管理者が定める利用

料金 

使用料（市長による管理の直前

に指定管理者が市長の承認を得

てこの表の額を下回る額で利用

料金を定めていた場合は、市長

が必要と認める期間、その利用

料金の額との均衡を考慮して、

この表に定める使用料の額の範

囲内において市長が別に定める

使用料） 

 

-
 
7
2
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 池田駅南広場の専用使用に係る使用料の額 

(1)  エリアによる専用使用   

 

備考 

 １ （略） 

２ その受けた許可に係る時間を超えて専用使用をしたときは、その超え

た時間１時間までごとにつき、この表に定める１時間使用の額の使用料

を徴収する。 

(2) 部分専用使用 

 

 

 備考 この表において、「平日」とは日曜日、土曜日及び国民の祝日に関す

る法律に規定する休日以外の日をいい、「休日等」とは平日以外の日をい

う。 

 

 

 

 

 

 池田駅南広場の専用使用に係る利用料金の上限額 

(1)  エリアによる専用使用 

 

備考 

  １ （略） 

  ２ その受けた許可に係る時間を超えて専用使用をしたときは、その超え

た時間１時間までごとにつき、この表に定める１時間使用の額の範囲内

において指定管理者が定める利用料金を納付しなければならない。 

(2) 部分専用使用 

 

 

備考 この表における用語の意義は、(1)の表備考に定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 
 

（略） （略） 

使用区分 使用料の額 

（略） 

 

使用区分 利用料金の上限額 

（略） 

 

-
 
7
3
 
-



議案第６４号 

 

 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部改正について 

 

 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市立幼稚園型認定こども園条例（令和２年池田市条例第３号）の一部を

次のように改正する。 

第３条第１項中「第６条」を「第５条」に改める。 

  附 則 

 この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。 

- 75 -



議案第６４号  説  明 

 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部改正について 

 

１ 引用条項を改めるものであること。 

（第３条関係） 

２ この条例は、令和８年１２月２５日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 

- 76 -



議案第６４号  参  考 

池田市立幼稚園型認定こども園条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

第１条・第２条 （略） 

 （実施事業） 

第３条 教育委員会は、認定こども園に在籍する者（以下「園児」という。）

に対し、認定こども園法第６条の規定による教育及び保育のほか、次に掲げ

る事業を実施する。ただし、第２号に掲げる事業は、当該園児に係る入園式

の日後最初に到来する当該園児が登園すべき日（転入により入園した園児に

あっては、その転入により入園した日）以後に実施する。 

(1)～(3) （略） 

２ （略） 

第４条～第１４条 （略） 

第１条・第２条 （略） 

 （実施事業） 

第３条 教育委員会は、認定こども園に在籍する者（以下「園児」という。）

に対し、認定こども園法第５条の規定による教育及び保育のほか、次に掲げ

る事業を実施する。ただし、第２号に掲げる事業は、当該園児に係る入園式

の日後最初に到来する当該園児が登園すべき日（転入により入園した園児に

あっては、その転入により入園した日）以後に実施する。 

(1)～(3) （略） 

２ （略） 

第４条～第１４条 （略） 

 

-
 
7
7
 
-



議案第６５号 

 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部改正について 

 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

理  由   

高圧ガス保安法の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例（平成２３年池田市条例第１１号）の一

部を次のように改正する。 

別表第５の９の部中「第３９条の２２第１項」を「第３９条の１１第１項」

に改める。  

   附 則 

この条例は、令和８年１２月２１日から施行する。 
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議案第６５号  説  明 

 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部改正について 

 

１ 引用条項を改めるものであること。 

（別表第５関係） 

２ この条例は、令和８年１２月２１日から施行するものであること。 

                         （改正条例附則関係） 
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議案第６５号  参  考 

池田市消防保安行政事務手数料条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表第１～別表第４ （略） 

別表第５（第２条関係） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本則 （略） 

別表第１～別表第４ （略） 

別表第５（第２条関係） 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務 区分 金額 

１～８ （略） 

９ 法第３７条の３第１

項の規定による貯蔵

施設又は特定供給設

備の完成検査 

(1) 法第３６条第１項の

□許可に係る貯蔵施設又

□は特定供給設備 

３１，０００円に貯蔵

施設又は特定供給設備

（高圧ガス保安法第２

０条第１項若しくは第

３項又は第３９条の２

２第１項の規定により

完成検査を受け、又は

自ら行い、同法第８条

第１号の技術上の基準

に適合していると認め

られた液化石油ガスに

係る施設（以下「完成

検査合格施設」とい

う。）であるものを除 

事務 区分 金額 

１～８ （略） 

９ 法第３７条の３第１

項の規定による貯蔵

施設又は特定供給設

備の完成検査 

(1) 法第３６条第１項の

□許可に係る貯蔵施設又

□は特定供給設備 

３１，０００円に貯蔵

施設又は特定供給設備

（高圧ガス保安法第２

０条第１項若しくは第

３項又は第３９条の１

１第１項の規定により

完成検査を受け、又は

自ら行い、同法第８条

第１号の技術上の基準

に適合していると認め

られた液化石油ガスに

係る施設（以下「完成

検査合格施設」とい

う。）であるものを除 

-
 
8
1
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考 （略） 

 

   く。）の数を乗じて得

た額と５，８００円に

完成検査合格施設であ

る貯蔵施設又は特定供

給設備の数を乗じて得

た額との合計額 

（略） 

１０～

１３ 
（略） 

   く。）の数を乗じて得

た額と５，８００円に

完成検査合格施設であ

る貯蔵施設又は特定供

給設備の数を乗じて得

た額との合計額 

（略） 

１０～

１３ 
（略） 

-
 
8
2
 
-



議案第６６号 

 

 

池田市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

 

  下記の者を池田市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を

求める。 

 

記 

 

住 所                           

 

  氏 名     光 岡 正 史 

 

                

 

 

   令和８年９月３日  提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

池田市固定資産評価審査委員会委員光岡正史氏は、来る令和８年１０月３

１日をもって任期満了となるため、その後任を選任するものである。 
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議案第６７号 

 

 

財産区管理委員の選任について 

 

 

下記の者を財産区管理委員に選任したいので、財産区管理会条例（昭和３８

年池田市条例第１９号）第３条の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

大字石橋財産区 

住  所 氏  名 生年月日 

              高木 義輝             

             西岡 清二           

             白井 善治            

              西岡 義晃           

             中川喜代士           

               村西 啓二           

             山形 隆文             

 

大字玉坂財産区 

住  所 氏  名 生年月日 

               西岡 政治            

                   田邊 美彦             

              松岡 慶次           

              山村佐知子           

               三國 裕弘             

               勝井 和代           

              松岡かずゑ          
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大字野財産区 

住  所 氏  名 生年月日 

              田邉 義和            

             後藤  隆           

             森山 芳樹            

             松家 定平            

             藤阪  誠            

              田邉  博            

              土田 征寛            

 

 

令和８年９月３日 提出 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

理  由 

大字石橋財産区、大字玉坂財産区及び大字野財産区の財産区管理委員は、

来る令和８年１０月６日をもって任期満了となるので、その後任を選任する

ものである。 
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議案第６８号

　令和８年度池田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３６６,４６２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１０,９４２,５１０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　

　　令和８年９月３日　提出

令和８年度池田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
8
7
 
-



7

-
 
8
8
 
-



議案第６８号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

国民健康保険特別会計 第１号

令和８年度

-
 
8
9
 
-



7

-
 
9
0
 
-



歳 入

-
 
9
1
 
-



-
 
9
2
 
-



7

-
 
9
3
 
-



-
 
9
4
 
-



歳 出

-
 
9
5
 
-



-
 
9
6
 
-



-
 
9
7
 
-



-
 
9
8
 
-



参 考 資 料

-
 
9
9
 
-



7

-
 
1
0
0
 
-



-
 
1
0
1
 
-



-
 
1
0
2
 
-



議案第６９号

　令和８年度池田市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ２３６,１１０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　１１,２８０,１８８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳

　出予算補正」による。

　　令和８年９月３日　提出

令和８年度池田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
0
3
 
-



10

-
 
1
0
4
 
-



-
 
1
0
5
 
-



-
 
1
0
6
 
-



議案第６９号　　説　　明

歳入歳出補正予算事項別明細書

介護保険事業特別会計 第１号

令和８年度

-
 
1
0
7
 
-



10

-
 
1
0
8
 
-



歳 入

-
 
1
0
9
 
-



-
 
1
1
0
 
-



-
 
1
1
1
 
-



-
 
1
1
2
 
-



10

-
 
1
1
3
 
-



-
 
1
1
4
 
-



歳 出

-
 
1
1
5
 
-



-
 
1
1
6
 
-



-
 
1
1
7
 
-



-
 
1
1
8
 
-



参 考 資 料

-
 
1
1
9
 
-



-
 
1
2
0
 
-



10

-
 
1
2
1
 
-
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議案第７０号

　令和８年度池田市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ８１,６９１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　２,８８９,７６５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入

　歳出予算補正」による。

　　令和８年９月３日　提出

令和８年度池田市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子
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議案第７０号　　説　　明

令和８年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

後期高齢者医療事業特別会計 第１号
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歳 入
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6

-
 
1
3
0
 
-



歳 出
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参 考 資 料
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議案第７１号

　令和８年度池田市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １７９,４０４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　４５,５０３,５４２千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､ 「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　令和８年９月３日　提出

令和８年度池田市一般会計補正予算（第５号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　大阪府池田市長　瀧　澤　智　子
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期 間

第２表　債務負担行為補正

事 項 限 度 額

消 防 庁 舎 整 備 事 業 令和９年度 132,000千円

-
 
1
4
0
 
-



補 正 前

償 還 方 法 そ の 他
千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

補 正 後

償 還 方 法 そ の 他
千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

計 575,500

償　　還　　の　　方　　法
償還期限 据置期間

 防災対策事業 2,900 7 30 3

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先

3

計 572,600

 防災対策事業 － 7 30

第３表　地方債補正

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他
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2
 
-



議案第７１号　　説　　明

令和８年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 ５ 号
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参 考 資 料
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償 還 方 法 そ の 他

千円 千円 千円 ％以内 年以内 年以内

普通貸借又は 政府 大阪府
証 券 発 行 銀行 その他

ては、当該見直し後の

利率を適用することが

ては、当該見直し後の

利率を適用することが

ては、当該見直し後の

利率を適用することが

3 防災対策事業 － 2,900 2,900 〃 7 〃 30

3

計 572,600 2,900 575,500

 学校教育施設等整備事業 75,400 － 75,400 〃 7 〃 30

3

 消防施設整備事業 56,300 － 56,300 〃 7 〃 30 3

 住宅整備事業 9,100 － 9,100 〃 7 〃 25

 都市計画事業 94,500 － 94,500 〃

 都市再生整備事業 57,200 － 57,200 〃 7 〃 20

7 〃 30 3

3

3

 土木事業 151,200 － 151,200 〃 7 〃 20 3

 清掃運搬施設整備事業 8,200 － 8,200 〃 7 〃 30

3

 保育所整備事業 48,500 － 48,500 〃 7 〃 30 3

 多世代交流施設整備事業 14,800 － 14,800 〃 7 〃 30

 保健福祉総合センター整備事
 業

29,700 － 29,700 〃 7 〃 30 3

 細河コミュニティセンター解
 体事業

27,700 － 27,700 7 10 2

地　方　債

起 債 の 目 的
補 正 前
の 額

補 正 額 計 起 債 の 方法 利 率 借 入 先
償　　還　　の　　方　　法

償還期限 据置期間

年賦又は半年賦
元金又は元利均
等その他

市財政等の都合により
翌年度以降の発行、償
還方法の変更をするこ
とができる。

利率見直し方式で借入
れる場合は、利率見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率を適用することがで
きる。-

 
1
6
7
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 26,667,896     ─  　 26,667,896     

人　  件　  費 9,941,711     ─  　 9,941,711     

扶　  助　  費 13,222,895     ─  　 13,222,895     

公　  債　  費 3,503,290     ─  　 3,503,290     

 投 資 的 経 費 1,500,490     2,991     1,503,481     

 そ　   の   　他 17,155,752     176,413     17,332,165     

物　  件　  費 8,101,712     ─  　 8,101,712     

そ　  の　  他 9,054,040     176,413     9,230,453     

45,324,138     179,404     45,503,542     合 計

区 分

歳 出 性 質 別 表
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議案第７２号 

 

 

令和７年度池田市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和７年度池田市病院事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 171 -



議案第７３号 

 

 

令和７年度池田市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和７年度池田市水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付けて、

議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 172 -



議案第７４号 

 

 

令和７年度池田市公共下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和７年度池田市公共下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見書を

付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

 

- 173 -



議案第７５号 

 

 

令和７年度池田市国民健康保険特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和７年度池田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 174 -



議案第７６号 

 

 

令和７年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和７年度池田市財産区特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書

を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 175 -



議案第７７号 

 

 

令和７年度池田市介護保険事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてあああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和７年度池田市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

- 176 -



議案第７８号 

 

 

令和７年度池田市後期高齢者医療事業特別会計 

歳入歳出決算の認定についてああああああああ 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和７年度池田市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査

委員の意見書を付けて、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 
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議案第７９号 

 

 

令和７年度池田市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和７年度池田市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見書を付け

て、議会の認定に付する。 

 

 

  令和８年９月３日 提出 

 

 

                     池田市長 瀧 澤 智 子 

 

- 178 -


